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1. 緒言

今日、学校教育に携わる教職員は多様化しており、教員以外の職員ともし泊￥に協働Jを実現して

し¥くか、そのあり方の解明が求められているに平成 27年 12月に「チームとしての学校の在り

方と今後の改善方策について(答申)Jが公表された。そこでは、国や教育委員会が、主幹教諭や

指導教諭の加配措置、アクティブ・ラーニングの実施やいじめ、特別支援等に対応するために必

要な教職員定数の拡充を図ることが指摘されている。また、教員以外の専門家について、スクー

ノレカウンセラーやスクーノレソーシヤノレワーカーは、将来的に学校教育法等において正規の!隊員と

して規定し、教職員定数として算定することを検討する、とされている。 加えて、看護師や特別

支援教育支援員、 1CT支援員、部活動指導員(仮称)等の専門的スタップを拡大が提言されてい

る。学校主Ei織開発を「学校教育に関与する主体自身が、組織構造、過程、文化を変革する試みと

それをサポー卜する試みJ2と考えれば、学校教育に関与する主体の多様化を促す政策は、学校

経営における正断哉観や組織構造に問い直しを迫ると思われる。

本稿は、近年の学校経営研究および教育政策の分析を通じて、今後、多様な職種で構成される

学校札織開発の論点を提示することを目的とする。具体的には、次の作業を行う。第一に、教育

課題が多様化、複雑化している、としづ意味について確認する。というのも、教育課題が多様化、

複雑化しているとしづ認識は、研究レベルにおいても、政策レベルにおいても一致しているもの

の、その捉え方、また、それへの五回哉化はまったく違う思想、構造を有していると思われるから

で、ある O その上で、第二に、近年の学校経営研究における教育の組織化について確認し、第三に、

近年の教育改革が有している学校組織観について考察する。そして、最後に、両者の比較を通じ

て、教育課題が多様化、複雑化している今日、多職種で構成される学校札織開発にはどのような

論点があるのかを考察する。なお、本稿で、は、チーム概念そのものの検討はせず「チームj

を用いることによって学校結1織が間い草さなければならないのは何かについての確認にとどめる。

2. i学校教育課題が多様化凶複雑化しているjの意味について

研究レベルにおいても、政策レベノレにおいても、学校現場レベノレにおいても学校教育課題が「多

様化・複雑化しているj としづ認識については、概ね一致していると思われる。チームとしての

学校・教職員の在り方に関する作業部会の「チーム学校関連資料Jにおいても、そのことが確認
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されている。そこでは、課題が「複雑化・函難化」していることについて、小中寺斗交で、障害に応

じた特別な指導(通級指導)を受ける子供が増加していることや、不登校の子供の割合が増加し

ていること、学用品費等の援助を受ける子供が増加していることが指摘されている。また、多様

化については、 「学校や教員の仕事は拡大し、多様化している」とし、学習指導要領の改訂で授

業時数が増加していることや8割の親が家庭の教育力の低下を実感していること、教員が仕事量

や保護者対応に負担を感じていることがあげられている。多様化とは、いろいろな形式・ 1剥:尽に

分かれることであるから、学校現場の課題は多様化の傾向にあるというのは言えそうである。

問題は、複雑化しているということで、特に、その捉え方で、あるO 複雑とは、単純には物事の

事情や関係などが込み入っていることであるから、先の指摘を考えれば、学オ交現場では、特別に

支援を要する子供や不登校の子供、学用品費等の援助を受ける子供が、個別の学校で入り組んで

し¥る状況である、と解釈することができるし、実際にそのような学校が多いと思われる。

ただ、教育課題が複雑である、としづ意味について、研究レベルで、は次のことがi:旨撤されてき

た。第一に、教師が綿密な計画をもって、明確な意図を持って指導したとしても、子どもは独立

した主体性を発揮する存在なのであり、教師の意図したとおり学習するとは娘らず、教育では予

期していないことが起こりえるとしづ意味である。教育の不確実性やリスクとして教育3を捉え

る文脈で用いられる。学オ交において出品織学習や教師に省察的実践が求められるのは、こうした教

育の不確実性に対応する必要があるからである。

第二に、教育としづ現象は、いくつもの要素が相互に絡み合いながら生起していると理解する

もので、ある。これは、現象を系の問題として扱おうとする立場であり、授業が「生き物Jにたと

えられるのはそういった立場である40 その立場に立てば、ある現象が起きた原因は、ひとつの

要素に還元できず、教育実践は I~意志』をもった者どうしの相互性のなかから新たなものが生成j

される。たとえば、不登校は、生徒自身の「不安など情緒的混乱」といったし 1わゆる「心の問題」

だけでなく、様々な要因によって生み出される。不登校の原因は、「し 1じめを徐く友人関係をめぐ

る問題」や「親子関係をめぐる問題j といった学校や家庭に関わる事柄もあり、その様相は複雑

で、ある 5。したがって、不登校指導に効果のあった学校の措置も、スクールカウンセラーが専門

的に支援すること以外に、「全ての教師が当該児童生徒に触れ合いを多くするなどして学校全体で

指導にあたった。JI不登校の問題について、研修会や事例研究会を通じて全教師の共通理解を図

った。Jなど多様になるのである。

この立場にたてば、学校教育で生じている課題(現象)は、さまぎまな要素が絡まりあって生

じているので、あって、原因を特定し、個別的に対処しようとする考え方には無理がある。この観

点からすると、「このような課題(現象)に対してはこう対応すればよしリという一対一対応的発

想は、学校教育課題を複雑に捉えているというよりは単純に考えているといえる。こうした教育

の複雑さがあるからこそ、教職に無限定性が生じざるを得ないのが学校教育実践の特質である。
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3.教育実践の複雑さを踏まえた学校経営研究:チームとして学校組織を捉えることの

意義

チーム機能の観点から組織を捉える意義のひとつは、現象の複雑さを前提に、~，旦織学習と実行

力を高めようとするところにあると思われるヘ 教育の不権定性を踏まえ、学校組織開発を展開

してきた研究に佐古の一連の研究7がある。佐古は、学校教育の不確定性に対する方略として協

働化による縮減を提起している。協働化8とは、 「裁量性を保持する教員が相補的な相互作用を通

して、学校の教育の事実と課題を生成し共有化を図ってし¥く札織状況」であり、「組織構造におい

ては学校教育に関する決定権限の分散(共有、分散型リーダーシップ)、組織過程においては、相

補的で双方向的な相互作用の優位性、札織文化においては同僚性を主たる特徴とするJものであ

る。協{動性を構築することで教員の自律的な教育活動の遂行と改善が促され、教育の不確定性が

縮減されるのである 9。浜田は、学校教育の不確実性を指摘した上で、「権限・責任がタテ関係で

結ばれた管理職とその他の職員の関係よりも、とても|愛味な状況にある教職員同士の関係やつな

がり方のほうに関心を向ける必要j があり、教職員同士が双方向で、教育活動そのものをあ哲材

として行うコミュニケーションを重視するウェブ型の札織像 1Uを提起している。

では、スクーノレカウンセラ一等といった教職以外の専門性を有する専門家と組織を形成するに

はどうすればよいか。石隈 11によれば、スクールカウンセラーには、カウンセリングによる直接

的援助と教師や保護者へコンサルテーションする間接的援助があるが、 「援助ニーズ、が大きい子ど

ものためには、スクールカウンセラーなどがチームとなって援助サーピスを行うことが望まししリ

とし、教師も含め異なった専門性をもっ者同士がいったいとなって援助に当たる援助チームを指

摘している。援助チームの中核をなす相互コンサルテーショ ンについて次のように述べている。

「同じ組織内(例:学校)または異なる組織問において、異なった専門性や役割をもっ者同士

が、それぞれの専門性や役割に基づき、特定の援助対象の問題状況と援助の実状について検討し、

今後の援助のあり方について話し合うプロセス(作戦会議)である。(中略)援助チームにおいて、

コンサルタントとコ ンサルティの関係は一方向ではなく、棺互方向になる関係で、この異なる専

門|生や役割をもっ者の作戦会議を相互コンサルテーションと呼ぶのである。J1 2 

また、ソーシャルワーカーの専門性について、門田 1:3は、「子どもの人権と社会正義の実現に

向けて、保護者や学校にアドボケイ卜していく j ことであり、子どもが抱える状況を改善するに

は、「学校・家庭・関係機関および地域が協働して支援を行っていくことが求められる」と述べて

いる。 山野 1-'1は、スクーノレソーシャルワーカーの役割には、ミク口、メゾ、マクロのレベルがあ

るとし、メゾレベルと して校内体制づくりを挙げている。そこで、「教員が孤立し学校が閉鎖的に

なっていると、一人の事例で経験した見方、福祉的手法が全体に反映されず、対応の蓄積にならJ

ないので、 「アセスメントをsswと共有で実施、教員の自信や見通しの獲得のためにも取り組みを

全体化した り蓄積したりするケース会議の実施が有効Jと指摘する。

チーム医療の分析から、 チームと しての学校の協働の可能性について考察した紅林15は、チー
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ムの構成要素として、①クライアン卜の問題に対応することを目的として主11%哉されること、②ケ

ースや状況に応じてフレキシブ、/レに組j哉されること、③チームの構成員の対等性、④構成員の専

門|生、(E構成員の自律性を挙げている。その上で、様々な人々が関与する学校教育の「現実は、

教師の集団に閉ざされた向僚性の議論の、遥か前方を進んで」おり、 r((チーム》というスタイノレ

は、集団化主義を身体化した日本の教師にこそ現実性の高い同僚性の形態といえるのではないだ

ろうかj と指摘する。

こうした指摘から確認しておくべきことは次の点だろう。第一に、多Jl献重構成による学校組織

開発の課題として、教職以外の専門i生をどこまで広げ、また、それを誰がどのように組織化して

し1くか!6 ~ V ¥う点である。第二に、教育実践の複雑さを踏まえた札織化として、対等i拘で双方向

的な相互作用を活発化させて、各五回哉成員の自律性および専門性発揮による教育改善をしゅλに実

現していくかである。第三に、専門性のある人間を配置することでチームになるのではなく、上

述の組織化がなされているときに、その組織のあり方をチームと呼ぶということである。

4. 近年の教育政策からみた多職種構成による学校組織の課題

先の述べたとおり 近年の教育政策においても教育課題が多様化・複雑化していると捉えられ

ている。では、そこには、どのような組織観があるのか、チームとしての学校に関する政策(以

下、チーム学|交政策)を中心に近年の教育政策から考察する。

そもそも、今日の学校経営改革の特質については、学校志郎哉構造の集権化、成層化、また、組

織過程の民間的手法の導入・浸透が指摘されている 170 まず、組織構造に関わっては次の点が指

摘できるだろう。それは、 j1旦織成員を金銭的インセンティブとの引き換えにコントローノレし、組

織構造を強固なものにしようとしていることである 180 教育再生実行会議の第5次提言「今後の

学制等の在り方についてj では「真に頑張っている教師に報し¥ることができるよう優れた教師に

対する顕彰を行い、人事評価の結果を処遇等に反映するとともに、諸手当等の在り方を見註し、

メリハリのある給与体系とするなどの改善を図る」とされている。そのほかにも、中央教育審議

会答申 f今後の教員給与の在り方について(答申)J (平成 19年 3月)の「第 3章メリハリある教

員給与の在り方Jにおいて、教員の給与は校長や教頭にならない限りメリハリの乏しい構造にな

っているため「教員が適切に評価され、教員の士気が高まり、教育活動が活性化されていくため

にも、それぞれの職務に応じてメリハリを付けた教員給与にしていくことが必要であるjとされ、

また、教育再生実行会議第7次提言(平成 27年5月)では「リーダーとしての校長等の管理職の

育成や登用の在り方の見直しゃ、処遇の改善、校長の裁量権の拡大を図るj とされている。

こうしたキャリアパスに応じた金銭的インセンティブが、今後の学校組織の集権化、成層化に

どのように影響していくかはいまのところ不明である 190 しかし、これによって集権化、成層化

を促そうとしている意図はうかがえる。

では、教職以外の専門性を有した者との関係はどのように捉えられるだろうか。まず、今日の
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教育改革の基本認識は「経済成長の源泉は「人j であり、経済再生のためにも教育再生が重要で

あるJω というところにある。それを前提に、チーム学校政策では、学校教育を担う人簡を専門

性を持った「人材jないし「スタップj として捉え、それらを適切に「配置」し、「役割分担Jし

てもらうよう捉えてし、る。こうした認識のもとでの学校紘織畿として次の点が指摘できょう。

第一に、教育実践を還元主義的に捉え、各専門家が個別の教育課題に対処することが期待され

ている。「子供の心理的サポート」はスクールカウンセラーが、「家庭環境の福祉的ケア」はスク

ーノレソーシヤノレワーカーが担うこととされている 210それに関わり、第二に、チーム学校政策は、

チームとし¥うキーワードを用いて学校に協働せよというメッセージを送っているようにみえるが、

むしろ、札織成員を個人主義化しているようにみえる。チーム学校を実現する手立てとして、 f教

職員やさまざまな専門スタップがチームとして適切に役割分担Jし、「教員は授業など子供への指

導により専念J2 2するとされている。専門家やスタップが、その専門性のもと教育課題への対処

にあたり、学校と連携や調整することによって教育課題の解決がはかられると捉えられている。

第三に、様々な専門家を学校に内部化し専門性を組}哉化しようとしているように見えるが、教

育課題の解決を外部化しようとしているとも取れる。チーム学校政策の中核のひとつは、スクー

ノレカウンセラーやスクールソーシヤノレワー力一、部活動指導員、学校司書、 ICT支援員等の配

置であるが、そのほかに「地方公共団体、学校は、英語に堪能な人材など専門的な知識、技能を

持った社会人、実社会で、活躍している各学校の卒業生、優れた退職教師なとο外部人材を積極的に

登用する。J23こととされている。アウトソーシング24、外部人材2::;、外部指導者といっ

の使われ方からも、そうした発想が伺える。現実的には、「専門スタッフに任せきりになっていな

いか、本来業務の範囲を超えた仕事をさせていないか、学校訪問や担任・管理職研修の折に、各

学校の実情を確認しつつ、適切な活用について指導していく必要があるJ"6とあるように内部/

外部の線引きを(あまり外部化しないように)どのようにしたらよいか、その難しさがあるよう

にi忍われる。

また、そのことと矛盾しているように関こえるかもしれないが、教育課題の解決を外部化した

ほうがよいと思われる事態も、内部化する可能性がある。たとえば、「スクールカウンセラーが、

子どもから虐待の相談を受け、すぐに児童相談所に通報したいと思っても、学校長からもう少し

情報を集めて様子を見たいといわれるとそれに従わざるを得なしリリ事態が生じることがある。

教職とは異なる専門性を持つ者として、学校に対し客観的に物が言える存在で、あったほうがよい

場合でも、学校組織に位置づけられることでその有効性が奪われてしまう可能性がある。このこ

とについては、学校組織に教!隊以外の専門性をどのように位置づけるか、また、教職専門性とは

{可かとしづ議論がなされなければならないはずであるが、その議論が進んでいるとはいえない刊。

第四に、チームとしての学校の実現には、専門性を持った人材の配置が相応しい、とされてい

る。なので、学校運営協議会における経営参加や学校と地域の連携といった教育参加で、学校に関

わっている保護者・住民はチームの構成員ではなく、ここでは支援・対応すべき対象となる(貧
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医家庭への支援や苦情など)。

5 考察:多様化圏複雑化した教育課題に対する学校組織開発の課題

本稿は、まず教育課題の多様化、複雑化の意味について確認した。そして、教育課題が多様化、

複雑化しているとしづ認識は、研究レベルでも、政策レベルで、も一致しているものの、料交の組

織化はそれぞれ異なる思想や構造を有していることを確認した。以上を踏まえて、今後の学校組

織開発の論点を整理したい。

近年の学校経営研究における学校札織開発は、教育の複雑さを前提として、組織成員間の双方

向的な相互作用を活性化させ、教員の自律的な教育改善をし 1かに実現するかという観点から議論

されている。今後、課題となるのは、第一に、教職以外の専門性を、何を、どこまで拡張して組

織づくりをしていくのか、ということである。値引lの学校組織の観点から見れば、学校組織に教

職以外の専門性をどのように位置づけ組織化するか、という開いになるだろう。第二に、そうし

た場合、新たに生じる様々なコスト(物理的・心理的等)をどうするか、という問し¥がでてくる。

スクールカウンセラーと援助チームを組む場合、その「結成と維持にとって最大の問題は時間の

確保J~ 9で、あるという。内田ら :lOによれば、「スクールカウンセラーが学オ交に入って、居場所を

得るのはそう簡単なことではありませんJとし、居場所の確保の「基本は学校組織の中心で、ある

教師との関係性の構築」が重要と指摘する。

一方、近年の教育政策レベノレにおいても教育課題が多様化、複雑化していると認識し、学校を

チームとして機能させようとする企図はある。そこにみられるi悩哉観は次のようになろう。それ

は、学校は教育課題が多様化・複雑化し、多忙化しているので、教員には授業をはじめとした直

接的指導に専念してもらい、それ以外の教育課題への対応は専門スタップを配置し役割分担によ

って推進する、というものである。しかし、これには次のような組織観や諒提重が存在する。

-物質的インセンティブでコントローノレしようとする発想

・教育実践の課題を切り分けて、役割分担で対処しようとする発想:還元主義

・個人主義化を促す可能性がある。:イ[!!1l人主義化

-教職以外の専門性を内部化するといよりも、教育課題への対処を外部化する可能性がある。ま

た、外部化したほうがよいと思われるE弟題も内部化してしまう可能性がある。:内部化/外部化

・教師は授業や直接的指導のための専門性があればよく、その他の課題はチームの成員の専門性

によって解決されるものである、とされる。専門性の捉え直し

こうした組織鋭を抱えながらも、現実として学校教育課題が多様化・複雑化しており、対処せ

ざるを得ないので、各学オ交は有効活用しよう、としづ方絡がありえるだろう。専門スタップを獲得

し、活用するのであれば、個別の課題に対処でき教員の多忙の解消にも一定の効果はあるかもし

れない。

学校組織開発の観点では、まず「ではどちらの組織化を志向するかj としづ選択がある。判交
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現場レベルで、あれば、後者である専門スタッフや外部人材を獲得、活用し教育課題に対処する、

を選択する可能性が高いのではないか。学校経営研究は、後者による学校五百哉の変容を見極めな

がら(政策による学校組織の変容に絡めとられながら)、教職以外の専門|生の拡張の範囲を考え、

し¥かに教育札織化を実現するか、その理念、手法を検討しなければならない。スクールカウンセ

ラーやスクーノレソーシャルワーカーの専門性を扱う学問分野からもさすヰ茂との協働が要請されてい

る。教育課題の解決のために学校五品織内において異なった専門性をもっ者向士の協働がし 1かにし

て可能なのか、実現にかかわるコストも考慮に入れながら、その実態、の解明や有効性に関するエ

ビデンスの蓄積が求められる。
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